
 

令和７年度 

足立区運輸事業者 

エネルギー価格高騰対策支援金 

 

申請要領 
 

エネルギー価格高騰の影響を受け、価格転嫁の困難な区内の中小運輸事業者に対し、

経費負担軽減策として支援金を交付します。 

 

【手続きの流れ】 

申請期間：令和 7年 6月 1日～令和 7年 8月 31日 

（消印有効） 

申請書類 提出 

[郵送] 

 

   

提出書類に不備がある場合、修正や再提出となる

ことがあります。 
書類確認・審査 

 

 
  

審査の結果、不交付となる場合があります。 
交付決定通知もしくは 

不交付決定通知 

 

   

交付決定後、速やかにご提出ください。 

（ 交 付 決 定 の 場 合 ）  

口座振込依頼書 提出 

[郵送] 

 

 
  

口座振込依頼書の提出から 3週間程度 支 援 金 交 付 
 

 
 

 

       足立区産業経済部 

産業振興課 ものづくり振興係
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１ 対象事業者 

（１）中小企業基本法上の中小企業であること。 
※ 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項第１号に定める中小企業者のうち、 

運輸業（資本金３億円以下の会社又は従業員数３００人以下の会社及び個人）を主たる事業として 

営むものをいう 

（２）申請時から遡って１年以上継続して営む個人事業主又は法人（商業登記において、本店の住 

所を足立区内としている者に限る。以下同じ。） 

（３）運輸業を営む事業者のうち、貨物自動車運送事業法第２条第２項に規定する一般貨物自動車

運送事業又は同条第３項に規定する特定貨物自動車運送事業又は同条第４項に規定する貨物

軽自動車運送事業、もしくは、道路運送法第３条第１号に規定する一般旅客自動車運送事業又

は同条第２号に規定する特定旅客自動車運送事業に該当すること。 

（４）足立区内において本社（本店登記）があること。個人事業主は足立区内に住所があること。 

（５）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に

定める営業を営む者又は当該営業を営む者で構成された団体でないこと。 

（６）代表者、役員、従業員又は構成員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は反社会的勢力（以下この号において

「暴力団等」という。）に属しておらず、かつ、暴力団等が経営に事実上参画していないこと。 

（７）国又は法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第５号に定める公共法人でないこと。 

（８）その他、足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金交付要綱に定めるもの。 

 

 対象事業者及び必要な許可・届出 

対象事業者 必要な許可・届出 

トラック運送事業者 
一般貨物自動車運送事業 

特定貨物自動車運送事業 

軽貨物運送事業者 

バイク便運送事業者 
貨物軽自動車運送事業 

タクシー事業者 

介護タクシー事業者 

一般乗用旅客自動車運送事業 

特定旅客自動車運送事業 

貸切バス事業者 

乗合バス事業者 

一般貸切旅客自動車運送事業 

一般乗合旅客自動車運送事業 

特定旅客自動車運送事業 
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２ 支援金額 

交付要件 

（年間売上高） 

支援金 

（1事業者あたり） 

1,000万円未満 50,000円 

1,000万円～3,000万円未満 100,000円 

3,000万円～1億 5,000万円未満 200,000円 

1億 5,000万円～ 400,000円 

※ 申請する支援金額の根拠となる年間売上高は、運送事業のみが対象となります。 

例：トラック運送事業者（一般貨物自動車運送事業）が、本補助金の対象外事業（倉庫業等）の年間売上 

高も計上して、支援金額を計算しないようご注意ください。 

 

３ 申請方法 

「足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金申請書」に必要事項を記入し、その他提出

書類とともに、「８ 申請先」に郵送にて提出してください。 

空欄が多いなど、提出書類に不備がある場合、修正や再提出となることがあります。 

 

４ 申請期間 

 令和７年６月１日（日）から令和７年８月３１日（日） ※消印有効 

 

５ 書類確認および審査 

提出された書類を、「１ 対象事業者」及び「２ 支援金額」にある要件に基づいて審査します。 

 

６ 審査結果の通知・口座振込依頼書の送付 

（１） 申請者あてに「交付決定及び確定通知書」を郵送します。 

※ 審査の結果、不交付の場合や交付額が申請書記載の金額に満たないことがあります。 

※ 書類確認の経過等に関する問い合わせには一切応じられません。 

（２）（１）受理後、同封の「交付請求書兼口座振込依頼書」に必要事項を記入し、「８ 申請先」

に、郵送にて提出してください。 

   

７ 支援金の交付 

書類の不備がなければ、交付請求書兼口座振込依頼書の提出から約３週間後に、指定の口座に

支援金を振り込みます。振込完了のご連絡はいたしません。 

 

８ 申請先・問い合わせ先 

 足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金事務局 
〒１６０－００２３ 東京都新宿区西新宿４丁目１５－３ 

          住友不動産西新宿ビル３号館６階 

コールセンター番号 : ０３－６７３７－７５３３ 

〃    期間 : 令和７年５月３１日（土）～８月３１日（日） 

９：００～１７:００ ※土日祝を除く 
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９ 申請後・交付後の留意事項 

次に該当した場合、支援金の交付決定の全部または一部を取り消します。また、すでに交付さ

れた支援金がある場合は、足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金交付要綱に基づき、

支援金額の全部または一部を返還していただきます。 

（１）この要領で定める要件を欠いたとき。 

（２）区に提出した申請書、その他の提出書類に虚偽の記載が判明したとき。 

 

１０ 提出書類 P5～参照 

  法人 の場合  原本・コピー 

① 足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金申請書（当書類） 原本 

② 運輸業に係る許可・届出の証 ※１ 

コピー 

 

③ 履歴事項全部証明書（本店所在地の表記があるもの） 

※発行日から３か月以内 

④ 直近の確定申告書のうち「別表一」・「法人事業概況説明書」・「損益計算書」 

（ｅ-Tax申告の場合、税務署からの受信メールも提出） ※２ 

⑤ 確定申告を書面で申告した場合、下記いずれかの書類 ※３ 

ア 申告書を税務署が収受したことを証明するリーフレット（日付・税務署名記載） 

イ 申告書等情報取得サービスを利用した税務署への申告（提出年月日入り） 

ウ 保有個人情報の開示請求による申告書 

エ 法人または個人事業税納税証明書 

 

 個人事業主 の場合  原本・コピー 

① 足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金申請書（当書類） 原本 

② 運輸業に係る許可・届出の証 ※１ 

コピー 

 

③ 直近の確定申告書 ※２ （ｅ-Tax申告の場合、税務署からの受信メールも提出） 

青色申告の場合：「第一表」・「青色申告決算書（全ページ）」 

白色申告の場合：「第一表」・「収支内訳書（全ページ）」 

④ 確定申告を書面で申告した場合、下記いずれかの書類 ※３ 

ア 申告書を税務署が収受したことを証明するリーフレット（日付・税務署名記載） 

イ 申告書等情報取得サービスを利用した税務署への申告（提出年月日入り） 

ウ 保有個人情報の開示請求による申告書 

エ 法人または個人事業税納税証明書 

 

※１ 申請要領「１ 対象事業者（３）参照」 
 

※２ ① 令和５年４月～令和７年３月の期間内に属する、直近の（１会計年度）もの。 

② 個人番号（マイナンバー）欄は見えないように黒塗りすること。 
 

 ※３ 令和７年より確定申告書への税務署収受印が廃止されたことから、当資料で税務署への申告が 

   されたことを確認します（確定申告書に収受印がある場合、提出は不要です）。 
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よくあるお問い合わせ 

  

Ｑ１ 「東京都運輸事業者向け燃料費高騰緊急対策事業支援金」を申請したが、こちらの支援金
も申請できるか 

 Ａ１ 申請可能です。 
 
 Ｑ２ 申請回数に上限はあるか 
 Ａ２ １事業者あたり１回です。 
 
Ｑ３ 支援金はどのくらいで交付を受けられるか 
Ａ３ 書類不備がなければ、申請から約３週間で「交付決定通知書」を申請者様へお送りします。

通知書受理後、「請求書兼口座振込依頼書」のご提出から約３週間でご指定の口座に支援金
を振り込みます。 

   ※ 申請状況により、上記の期間より支援金交付までにお時間をいただく場合があります。 
 

Ｑ４ 本社（本店登記）は足立区内にあるが、営業所は区外にある。対象になるか 
Ａ４ 対象になります。区内に本社（本店登記）があることが必要です。 
 
Ｑ５ 足立区内に本社（本店登記）と複数の営業所がある場合、本社で一括申請してもいいか 
Ａ５ 本社で一括の申請になります。 

 
Ｑ６ 事業を始めたのが昔のため、許可書ではなく免許状だが、それでもいいか 
Ａ６ 免許状のコピーを添付してください。 
 
Ｑ７ 個人タクシーの許可（認可）期限が過ぎているが、大丈夫か 
Ａ７ 更新後の期間内のものを提出してください。 
 

Ｑ８ 個人タクシーだが譲渡を受けたので、許可書には前の人が始めた日が入っているが、申請
書にはその日を書いていいか 

Ａ８ 自分自身の始めた日を記入してください。 
 
Ｑ９ 廃棄物運送事業者は支援金の対象になるか 
Ａ９ 当該事業者が、Ｐ１「１ 対象事業者（３）」に定める事業を営んでいる場合は、運輸事業

の売上高に応じて、対象になる可能性があります。 
 
Ｑ10 二輪車（バイク）も支援金の対象になるか 
Ａ10 軽貨物自動車運送事業に係る経営の届出を行っている二輪の小型自動車（自動二輪）や二

輪の軽自動車（軽二輪）も対象になります。 
 
Ｑ11 申請書は区役所の窓口に持ち込んでもいいか 

Ａ11 提出は郵送のみです。足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金事務局にお送りく
ださい。 

 
Ｑ12 ホームページから申請書をダウンロードできない場合はどうしたらいいか 
Ａ12 足立区役所産業振興課の窓口でお渡しいたします。 

 

 その他不明点は、「８問い合わせ先」までご連絡ください。 



 

 

5 
 

＜記入例：申請書(１ページ目)＞ 
様式第１号（第５条関係） 

 

 

  年  月  日 

屋号又は会社名 

 

個人事業主の住所もしくは法人の本店登記の住所 

〒   － 

 

事業所住所 

〒   － 

 

登記上の役職名（法人のみ記入） 

 

氏名（個人事業主名又は代表取締役名）・印 

 
 
 

足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金申請書 

１ 事業所概要 

事業形態 １．個人事業 ２．有限会社 ３．株式会社 ４．その他（          ） 

設立日      年   月   日 資本金     万円（個人事業主は無記入） 

役員・従業員数 
 合計   名 〔役員   名、正社員   名、アルバイト等   名〕 

（個人事業主の場合、代表者とその家族は役員欄に記入） 

本件担当 
(部署名) (担当者名) (電話番号) 

 

２ 対象事業者（該当区分に☑） 

該当区分 
☑ 事業者 必要な許可・届出 

☐ トラック運送事業者 
一般貨物自動車運送事業 

特定貨物自動車運送事業 

☐ 
軽貨物運送事業者 

バイク便運送事業者 
貨物軽自動車運送事業 

☐ 
タクシー事業者 

介護タクシー事業者 

一般乗用旅客自動車運送事業 

特定旅客自動車運送事業 

☐ 
貸切バス事業者 

乗合バス事業者 

一般貸切旅客自動車運送事業 

一般乗合旅客自動車運送事業 

特定旅客自動車運送事業 

 

 

ご記入の際は消えるボールペンや鉛筆、修正液は使用しないで

ください。修正の際は二重線で消して訂正印を押印ください。 

 

 

捨印 

提出後、修正箇所がある場合に限りご連絡の上、 
使用します。押印願います。 

法   人：代表者印を押印 

個人事業主：スタンプ印以外で押印 

 

印 

区収受印 

（提出先）足立区長 

印 

各項目の内容を、申請時の状況に合わせてご記入ください。 

該当区分に☑ 

法   人：代表者印を押印 

個人事業主：スタンプ印以外で押印 
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＜記入例：申請書(２ページ目)＞ 

３ 支援金額（該当区分に☑） 

該当 
区分 
☑ 

年間売上高 
支援金額 

（1 事業者あたり） 

☐ 1,000万円未満 50,000円 

☐ 1,000万円～3,000万円未満 100,000円 

☐ 3,000万円～1億 5,000万円未満 200,000円 

☐ 1億 5,000万円～ 400,000円 

 ４ 提出書類（提出する書類に☑） 

☑   法人 の場合  原本・コピー 

☐ ① 足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金申請書（当書類） 原本 

☐ ② 運輸業に係る許可・届出の証 ※１ 

コピー 

 

☐ 
③ 履歴事項全部証明書（本店所在地の表記があるもの） 

※発行日から３か月以内 

☐ 
④ 直近の確定申告書のうち「別表一」・「法人事業概況説明書」・「損益計算書」 

（ｅ-Tax申告の場合、税務署からの受信メールも提出） ※２ 

☐ 

⑤ 確定申告を書面で申告した場合、下記いずれかの書類 ※３ 

ア 申告書を税務署が収受したことを証明するリーフレット（日付・税務署名記載） 

イ 申告書等情報取得サービスを利用した税務署への申告（提出年月日入り） 

ウ 保有個人情報の開示請求による申告書 

エ 法人または個人事業税納税証明書 

 

☑  個人事業主 の場合  原本・コピー 

☐ ① 足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金申請書（当書類） 原本 

☐ ② 運輸業に係る許可・届出の証 ※１ 

コピー 

 

☐ 

③ 直近の確定申告書 ※２ （ｅ-Tax申告の場合、税務署からの受信メールも提出） 

青色申告の場合：「第一表」・「青色申告決算書（全ページ）」 

白色申告の場合：「第一表」・「収支内訳書（全ページ）」 

☐ 

④ 確定申告を書面で申告した場合、下記いずれかの書類 ※３ 

ア 申告書を税務署が収受したことを証明するリーフレット（日付・税務署名記載） 

イ 申告書等情報取得サービスを利用した税務署への申告（提出年月日入り） 

ウ 保有個人情報の開示請求による申告書 

エ 法人または個人事業税納税証明書 
※１ 申請要領「１ 対象事業者（３）参照」 
※２ ① 令和５年４月～令和７年３月の期間内に属する、直近の（１会計年度）もの。 

② 個人番号（マイナンバー）欄は見えないように黒塗りすること。 
 ※３ 令和７年より確定申告書への税務署収受印が廃止されたことから、当資料で税務署への申告が 
   されたことを確認します（確定申告書に収受印が押されている場合、提出は不要です）。 

 

提出書類に☑ 

該当区分に☑ 

提出書類に☑ 
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＜記入例：申請書(３ページ目)＞ 

５ 誓約書（内容を確認し☑） 

☐ 申請時点において１年以上、足立区で事業を営む個人事業者または法人である。 

☐ 
一般貨物自動車運送事業又は特定貨物自動車運送事業、貨物軽自動車運送事業、一般乗用旅客自動車運送事業、

特定旅客自動車運送事業、一般貸切旅客自動車運送事業、一般乗合旅客自動車運送事業を営んでいる。 

☐ 足立区内に本社（個人事業者は住所）がある。 

☐ 
申請する支援金額の根拠となる年間売上高は、運送事業のみを対象として、申請額を計算している。 

※ トラック運送事業者（一般貨物自動車運送事業）が、本補助金の対象外事業（倉庫業等）の年間売上高 

も計上して、支援金額を計算しないこと。 

☐ 

代表者、役員、従業員又は構成員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団又は反社会的勢力（以下この号において「暴力団等」という。）に属して

おらず、かつ、暴力団等が経営に事実上参画していない。 

☐ 
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に定める営業を営む

者又は当該営業を営む者で構成された団体でない 

☐ 申請内容に虚偽や不正等が発覚した場合は、支援金の全部または一部を返還する。 

 

 

申請に係る全ての事項に相違がないことを誓約の上、署名します。 

 

 

  年  月  日 

 

          屋号または会社名__＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿                                     

           

 

登記上の役職名（法人のみ記入）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

個人事業主名又は代表取締役名（自署）＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿                             
 

。 

 

 
 

印 

内容を確認し☑ 

当支援金を申請するにあたり虚偽がないことについて、 

個人事業者又は代表取締役の自署にて誓約をお願いします。 

法   人：代表者印を押印 

個人事業主：スタンプ印以外で押印 
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＜記入例：交付請求書兼口座振込依頼書＞ 
 
様式第２号（第５条関係） 

令和 年 月 日 

 

屋号又は会社名 

足立○○タクシー 

個人事業主の住所もしくは法人の本店登記の住所 

〒１２０－８５１０ 

足立区中央本町１－１７－１ 

事業所住所 

〒１２０－００１１ 

東京都足立区中央本町１－５－３ 

登記上の役職名（法人のみ記入） 

 

氏名（個人事業主名又は代表取締役名）・印 

足立○○ 
 

 

 

足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金 

交付請求書兼口座振込依頼書 
 

足立区運輸事業者エネルギー価格高騰対策支援金交付要綱に基づき、上記支援金を請求します。決定後、下記

口座にお振込ください。 

 

支援金額    , ０ ０ ０ 円  

 

金融機関名 

銀  行 

信用金庫 

信用組合 

農業協同組合 

支店名 

 

支 店 

出張所 

口座種別 普 通  ・  当 座  ・その他（    ） 

口座番号 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ 
 

フリガナ アダチマルマル 

口座名 足立○○ 

※ 口座名は個人事業主の場合は申請者ご本人名義、法人の場合は会社名義の口座を指定してください。 

それ以外の口座を指定することはできません。 

 

 

 

支援金の交付が決定された場合に 

指定口座に振込を行うための様式です。 

区収受印 

←交付決定通知書に記載された金額を記入 

（提出先）足立区長 

印 

印 

 

  千住 西新井 

捨印 

提出後、修正箇所がある場合に限りご連絡の上、 
使用します。 

法   人：代表者印を押印 

個人事業主：スタンプ印以外で押印 

 

区からの「交付決定通知書」を受理後、郵送にて提出 

法   人：代表者印を押印 

個人事業主：スタンプ印以外で押印 
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＜その他：提出書類＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

--------------------------------------------------------------------------------------- 

■運輸業に係る許可・届出の証 （コピー） 

■【個人事業主】直近の確定申告書のうち第一表 

    （ｅ-Tax で申告した場合、税務署からの受信メール等も提出） （コピー） 

税務署からの受信メール 

 

個人番号（マイナンバー）は黒塗り 
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■【個人事業主】青色申告の場合 ：「青色申告決算書（全ページ）」  （コピー） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

--------------------------------------------------------------------------------------- 

■【個人事業主】白色申告の場合 ：「白色申告収支内訳書（全ページ）」 （コピー） 
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--------------------------------------------------------------------------------------- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■【法人】 履歴事項全部証明書（本店所在地の表記があるもの） （コピー） 

「現在事項証明書」でないことに注意 

発行日から３か月以内のもの 

別表一 

税務署からの受信メール 

 

■【法人】直近の確定申告書のうち、「別表一」「法人事業概況説明書」「損益計算」 

          （ｅ-Tax で申告した場合、税務署からの受信メールも提出）（コピー） 
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--------------------------------------------------------------------------------------- 

 

法人事業概況説明書 

損益計算書 


